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(57)【要約】
【課題】他の混和材料との組み合わせを必要とせず、耐
凍結融解性に優れ、また硬化物の強度低下を起こすこと
なく、優れたひび割れ抑制機能を示す、汎用性の高い水
硬性材料用改良剤組成物を提供する。また、そのような
水硬性材料用改良剤組成物を含むセメント組成物を提供
する。
【解決手段】本発明の水硬性材料用改良剤組成物は、一
般式（１）：［Ｒ１－Ｏ－（Ｘ１Ｏ）ｍ－］ｐＹ［－Ｏ
－（Ｘ２Ｏ）ｎ－Ｒ２］ｑで表される化合物（Ａ）と、
化合物（Ｂ）とを含んでなる、水硬性材料用改良剤組成
物であって、該化合物（Ｂ）が、不飽和単量体を単量体
単位として有する架橋物であり、該不飽和単量体が、ア
ニオン系単量体およびノニオン系単量体から選ばれる少
なくとも１種を含有し、該アニオン系単量体が、スルホ
ン酸（塩）系単量体を含む。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一般式（１）：
［Ｒ１－Ｏ－（Ｘ１Ｏ）ｍ－］ｐＹ［－Ｏ－（Ｘ２Ｏ）ｎ－Ｒ２］ｑ　　　（１）
（一般式（１）中、Ｒ１、Ｒ２は、それぞれ独立に、水素原子または炭素原子数１～８の
炭化水素基を表し、Ｘ１Ｏ、Ｘ２Ｏは、それぞれ独立に、炭素原子数２～４のオキシアル
キレン基を表し、ｍ、ｎは、それぞれ、Ｘ１Ｏ、Ｘ２Ｏの平均付加モル数を表し、ｍ、ｎ
は、それぞれ独立に、０～５００であり、ｍ＋ｎ＝２～５００であり、Ｙは水酸基を含有
する化合物の残基を表し、ｐ、ｑは、それぞれ独立に、０～６である。ただし、ｐとｑは
同時に０にはならない。）
で表される化合物（Ａ）と、化合物（Ｂ）とを含んでなる、水硬性材料用改良剤組成物で
あって、
　該化合物（Ｂ）が、不飽和単量体を単量体単位として有する架橋物であり、
　該不飽和単量体が、アニオン系単量体およびノニオン系単量体から選ばれる少なくとも
１種を含有し、
　該アニオン系単量体が、スルホン酸（塩）系単量体を含む、
　水硬性材料用改良剤組成物。
【請求項２】
　前記化合物（Ａ）と前記化合物（Ｂ）とを、重量比で、（Ａ）／（Ｂ）＝６０／４０～
９９／１の割合で含有する、請求項１に記載の水硬性材料用改良剤組成物。
【請求項３】
　前記ノニオン系単量体が、Ｎ－ビニルラクタム系単量体を含む、請求項１または２に記
載の水硬性材料用改良剤組成物。
【請求項４】
　前記化合物（Ｂ）の、硝酸カルシウム４水和物０．６重量％および水酸化カリウム０．
０８９重量％を含む水溶液に対する２４時間後の吸水倍率が、８ｇ／ｇ以上である、請求
項１から３までのいずれかに記載の水硬性材料用改良剤組成物。
【請求項５】
　請求項１から４までのいずれかに記載の水硬性材料用改良剤組成物とセメントを含む、
セメント組成物。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水硬性材料用改良剤組成物に関する。本発明は、より詳細には、水硬性材料
の乾燥収縮ひび割れに対して優れたひび割れ抑制機能を有する水硬性材料用改良剤組成物
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　水硬性材料は、強度や耐久性等に優れた硬化物を与える。このことから、水硬性材料は
、セメントペースト、モルタル、コンクリート等のセメント組成物として広く用いられて
いる。水硬性材料は、土木・建築構造物を構築するために欠かすことができない。
【０００３】
　水硬性材料は、硬化した後に、外気温や湿度条件等により、内部に残った未反応水分の
散逸を起こす。このため、乾燥収縮が進行し、硬化物中にひび割れが生じ、強度や耐久性
等が低下するという問題がある。土木・建築構造物の強度や耐久性等が低下すると、安全
性の低下や修復コストの増大など、重大な問題が生じる。
【０００４】
　このような問題に対し、法規制が強化されてきている。１９９９年６月に成立した住宅
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の品質確保の促進に関する法律では、コンクリートのひび割れも瑕疵保証の対象となって
いる。２００９年２月に改訂された、鉄筋コンクリート造に関する建築工事標準仕様書（
ＪＡＳＳ　５（日本建築学会））では、耐用年数が長期（１００年以上）にわたるコンク
リートにおける２６週での収縮ひずみが８×１０－４以下に規制された。
【０００５】
　最近、コンクリートのひび割れを抑制するために乾燥収縮を低減させる方法として、収
縮低減剤が重要視されている。上記ＪＡＳＳ　５の改訂と同時に、収縮低減剤に関する建
築学会基準も制定された。
【０００６】
　従来の収縮低減剤として、炭素原子数１～４のアルコールのアルキレンオキシド付加物
（特許文献１参照）、２～８価の多価アルコールのエチレンオキシドとプロピレンオキシ
ドとの共付加物（特許文献２参照）、低級アルキルアミンのアルキレンオキシド付加物（
特許文献３参照）、オリゴマー領域のポリプロピレングリコール（特許文献４参照）、低
分子アルコール類（特許文献５参照）、２－エチルヘキサノールのアルキレンオキシド付
加物（特許文献６参照）が報告されている。
【０００７】
　しかしながら、これらの収縮低減剤は、コンクリートに使用した場合に強度が低下する
という問題がある。このため、強度を保つためにセメントペースト分の割合を高くする必
要があり、コンクリートコストが高くなるという問題が生じる。
【０００８】
　コンクリートに使用した場合の強度低下を抑制し得る収縮低減剤として、２～８価の多
価アルコールのアルキレンオキシド付加物が報告されている（特許文献７、８参照）。し
かしながら、これらの収縮低減剤は、いずれも、粉末樹脂、膨張材などの他の混和材料と
の組み合わせが必要となっており、コンクリートコストが高くなるという問題は解決でき
ていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特公昭５６－５１１４８号公報
【特許文献２】特公平１－５３２１４号公報
【特許文献３】特公平１－５３２１５号公報
【特許文献４】特開昭５９－１５２２５３号公報
【特許文献５】特公平６－６５００号公報
【特許文献６】特許第２８２５８５５号公報
【特許文献７】特開平９－３０１７５８号公報
【特許文献８】特開２００２－６８８１３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明の課題は、他の混和材料との組み合わせを必要とせず、耐凍結融解性に優れ、ま
た硬化物の強度低下を起こすことなく、優れたひび割れ抑制機能を示す、汎用性の高い水
硬性材料用改良剤組成物を提供することにある。また、そのような水硬性材料用改良剤組
成物を含むセメント組成物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の水硬性材料用改良剤組成物は、
　一般式（１）：
［Ｒ１－Ｏ－（Ｘ１Ｏ）ｍ－］ｐＹ［－Ｏ－（Ｘ２Ｏ）ｎ－Ｒ２］ｑ　　　（１）
（一般式（１）中、Ｒ１、Ｒ２は、それぞれ独立に、水素原子または炭素原子数１～８の
炭化水素基を表し、Ｘ１Ｏ、Ｘ２Ｏは、それぞれ独立に、炭素原子数２～４のオキシアル
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キレン基を表し、ｍ、ｎは、それぞれ、Ｘ１Ｏ、Ｘ２Ｏの平均付加モル数を表し、ｍ、ｎ
は、それぞれ独立に、０～５００であり、ｍ＋ｎ＝２～５００であり、Ｙは水酸基を含有
する化合物の残基を表し、ｐ、ｑは、それぞれ独立に、０～６である。ただし、ｐとｑは
同時に０にはならない。）
で表される化合物（Ａ）と、化合物（Ｂ）とを含んでなる、水硬性材料用改良剤組成物で
あって、
　該化合物（Ｂ）が、不飽和単量体を単量体単位として有する架橋物であり、
　該不飽和単量体が、アニオン系単量体およびノニオン系単量体から選ばれる少なくとも
１種を含有し、
　該アニオン系単量体が、スルホン酸（塩）系単量体を含む。
【００１２】
　好ましい実施形態においては、上記化合物（Ａ）と上記化合物（Ｂ）とを、重量比で、
（Ａ）／（Ｂ）＝６０／４０～９９／１の割合で含有する。
【００１３】
　好ましい実施形態においては、上記ノニオン系単量体が、Ｎ－ビニルラクタム系単量体
を含む。
【００１４】
　好ましい実施形態においては、上記化合物（Ｂ）の、硝酸カルシウム４水和物０．６重
量％および水酸化カリウム０．０８９重量％を含む水溶液に対する２４時間後の吸水倍率
が、８ｇ／ｇ以上である。
【００１５】
　本発明のセメント組成物は、本発明の水硬性材料用改良剤組成物とセメントを含む。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、他の混和材料との組み合わせを必要とせず、耐凍結融解性に優れ、ま
た硬化物の強度低下を起こすことなく、優れたひび割れ抑制機能を示す、汎用性の高い水
硬性材料用改良剤組成物を提供することができる。また、そのような水硬性材料用改良剤
組成物を含むセメント組成物を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の実施例におけるひび割れ抵抗性の評価に用いるリング拘束供試体の形態
を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
≪≪水硬性材料用改良剤組成物≫≫
　本発明の水硬性材料用改良剤組成物は、化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）とを含んでなる。
【００１９】
　化合物（Ａ）は、１種のみであっても良いし、２種以上であっても良い。化合物（Ｂ）
は、１種のみであっても良いし、２種以上であっても良い。
【００２０】
　本発明の水硬性材料用改良剤組成物の添加量は、水硬性材料（セメント等）に対して、
固形分換算で、好ましくは０．５重量％～２０重量％であり、より好ましくは０．５重量
％～１５重量％であり、さらに好ましくは１重量％～１０重量％である。水硬性材料用改
良剤組成物の添加量を、水硬性材料に対して、固形分換算で、０．５重量％～２０重量％
にすることにより、本発明の水硬性材料用改良剤組成物は、ひび割れ抑制機能および耐凍
結融解性をより効果的に発現することができる。
【００２１】
　本発明の水硬性材料用改良剤組成物は、化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）とを、重量比で、
好ましくは（Ａ）／（Ｂ）＝６０／４０～９９／１の割合で含有する。（Ａ）／（Ｂ）の
割合が上記範囲内に収まることにより、本発明の水硬性材料用改良剤組成物は、化合物（



(5) JP 2014-159357 A 2014.9.4

10

20

30

40

50

Ａ）と化合物（Ｂ）とを併用することによる、ひび割れ抑制機能および耐凍結融解性を相
乗的に向上させる効果が得られ、さらに、コンクリートのフレッシュ物性を良好に維持す
ることができる。（Ａ）／（Ｂ）の割合は、より好ましくは７０／３０～９８／２であり
、さらに好ましくは９０／１０～９５／５である。
【００２２】
＜化合物Ａ＞
　化合物（Ａ）は一般式（１）で表される。
　［Ｒ１－Ｏ－（Ｘ１Ｏ）ｍ－］ｐＹ［－Ｏ－（Ｘ２Ｏ）ｎ－Ｒ２］ｑ　　　（１）
【００２３】
　一般式（１）中、Ｒ１、Ｒ２は、それぞれ独立に、水素原子または炭素原子数１～８の
炭化水素基を表す。Ｒ１、Ｒ２は、好ましくは、水素原子または炭素原子数１～４の炭化
水素基であり、より好ましくは、水素原子または炭素原子数１～２の炭化水素基であり、
さらに好ましくは、水素原子である。
【００２４】
　一般式（１）中、Ｘ１Ｏ、Ｘ２Ｏは、それぞれ独立に、炭素数２～４のオキシアルキレ
ン基を表す。Ｘ１Ｏ、Ｘ２Ｏは、それぞれ、１種のみのオキシアルキレン基であっても良
いし、２種以上のオキシアルキレン基であっても良い。Ｘ１Ｏが２種以上のオキシアルキ
レン基である場合、（Ｘ１Ｏ）ｍはランダム配列であっても良いし、ブロック配列であっ
ても良い。Ｘ２Ｏが２種以上のオキシアルキレン基である場合、（Ｘ２Ｏ）ｎはランダム
配列であっても良いし、ブロック配列であっても良い。Ｘ１Ｏ、Ｘ２Ｏは、好ましくは、
オキシプロピレン基またはオキシエチレン基であり、より好ましくは、オキシエチレン基
である。
【００２５】
　一般式（１）中、ｍ、ｎは、それぞれ、Ｘ１Ｏ、Ｘ２Ｏの平均付加モル数を表し、ｍ、
ｎは、それぞれ、０～５００であり、好ましくは１～１００であり、ｍ＋ｎ＝２～５００
であり、好ましくはｍ＋ｎ＝５～５００である。
【００２６】
　Ｘ１Ｏ、Ｘ２Ｏのどちらか一方がオキシプロピレン基の場合は、ｍ、ｎは、好ましくは
１～２０であり、より好ましくは１～１０である。
【００２７】
　Ｘ１Ｏ、Ｘ２Ｏのいずれもがオキシエチレン基の場合は、ｍ、ｎは、好ましくは５～２
００であり、より好ましくは１０～１５０であり、さらに好ましくは２０～１００である
。
【００２８】
　ｍ、ｎを上記の範囲とすることで、一般式（１）で表される化合物（Ａ）を化合物（Ｂ
）と併用することにより、相乗的に、本発明の水硬性材料用改良剤組成物のひび割れ抑制
機能および耐凍結融解性を向上させることができる。
【００２９】
　Ｙは水酸基を含有する化合物の残基を表す。すなわち、Ｙは、Ｙ－（ＯＨ）ｒで表され
る水酸基含有化合物（ただし、ｒは１以上の整数）におけるＹ部分を意味する。水酸基を
含有する化合物としては、例えば、炭素原子数１～８の炭化水素に結合している水素原子
の少なくとも１つが水酸基に置き換わったもの等が挙げられる。水酸基を含有する化合物
としては、具体的には、例えば、メタノール、エタノール、プロパノール、ブタノール、
ペンタノール、ヘキサノール、ヘプタノール、オクタノール、２－エチルヘキサノール等
の１価アルコール類；エチレングリコール、プロピレングリコール等のグリコール類；ト
リメチロールプロパン、ジトリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、ジペンタエ
リスリトール、ソルビトール、グリセリン、ポリグリセリン等の多価アルコール類；等が
挙げられる。水酸基を含有する化合物としては、これらの中でも、好ましくは、エチレン
グリコール、プロピレングリコール等のグリコール類であり、より好ましくは、エチレン
グリコールである。
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【００３０】
　ｐ、ｑは、それぞれ独立に、０～６である。ただし、ｐとｑは同時に０にはならない。
ｐとｑの合計は、好ましくは２～１２であり、より好ましくは２～６である。
【００３１】
　化合物（Ａ）としては、具体的には、例えば、炭素数１～４のアルコールにエチレンオ
キシドを付加したポリエチレングリコールモノアルキルエーテル；トリメチロールプロパ
ン、ジトリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、ソル
ビトール、グリセリン、ポリグリセリン等の多価アルコールにエチレンオキシドを付加し
た化合物；ポリエチレングリコール；等が挙げられる。化合物（Ａ）としては、これらの
中でも、好ましくは、ポリエチレングリコールである。このようなポリエチレングリコー
ルの重量平均分子量は、好ましくは２００～２００００であり、より好ましくは４００～
１００００であり、さらに好ましくは１０００～６０００である。
【００３２】
　本発明の水硬性材料用改良剤組成物は、一般式（１）で表される化合物（Ａ）が、水硬
性材料に対して、固形分換算で、好ましくは０．０１重量％～１０重量％となるように使
用する。より好ましくは０．０３重量％～５重量％であり、さらに好ましくは０．０５重
量％～３重量％であり、特に好ましくは０．１重量％～２重量％である。上記一般式（１
）で表される化合物（Ａ）の使用量が、水硬性材料に対して、固形分換算で、０．０１重
量％未満では、ひび割れ抑制機能を十分発揮できない恐れがあり、１０重量％を越えると
、使用量に見合ったひび割れ抑制機能が発揮されないことがあり、コスト上から不経済で
ある。
【００３３】
＜化合物Ｂ＞
　化合物（Ｂ）は、不飽和単量体を単量体単位として有する架橋物であり、該不飽和単量
体が、アニオン系単量体およびノニオン系単量体から選ばれる少なくとも１種を含有し、
該アニオン系単量体が、スルホン酸（塩）系単量体を含む。上記不飽和単量体としては、
アニオン系単量体およびノニオン系単量体から選ばれる少なくとも１種以外に、本発明の
効果を損なわない範囲で、任意の適切な他の単量体を含有していても良い。上記不飽和単
量体中、アニオン系単量体およびノニオン系単量体から選ばれる少なくとも１種の含有割
合は、好ましくは１重量％～１００重量％であり、より好ましくは３重量％～９９重量％
であり、さらに好ましくは５重量％～９８重量％であり、特に好ましくは１０重量％～９
５重量％である。上記不飽和単量体中、アニオン系単量体およびノニオン系単量体から選
ばれる少なくとも１種の含有割合が上記範囲内に収まることにより、本発明の水硬性材料
用改良剤組成物のひび割れ抑制機能および耐凍結融解性をより向上させることができる。
アニオン系単量体としては、１種のみのアニオン系単量体を用いても良いし、２種以上の
アニオン系単量体を用いても良い。ノニオン系単量体としては、１種のみのノニオン系単
量体を用いても良いし、２種以上のノニオン系単量体を用いても良い。
【００３４】
（アニオン系単量体）
　アニオン系単量体は、スルホン酸（塩）系単量体を含む。スルホン酸（塩）系単量体と
しては、例えば、ビニルスルホネート、（メタ）アリルスルホネート、２－（メタ）アク
リロキシエチルスルホネート、３－（メタ）アクリロキシプロピルスルホネート、３－（
メタ）アクリロキシ－２－ヒドロキシプロピルスルホネート、３－（メタ）アクリロキシ
－２－ヒドロキシプロピルスルホフェニルエーテル、３－（メタ）アクリロキシ－２－ヒ
ドロキシプロピルオキシスルホベンゾエート、４－（メタ）アクリロキシブチルスルホネ
ート、（メタ）アクリルアミドメチルスルホン酸、（メタ）アクリルアミドエチルスルホ
ン酸、２－メチルプロパンスルホン酸（メタ）アクリルアミド、スチレンスルホン酸等の
不飽和スルホン酸類、ならびに、それらの一価金属塩、二価金属塩、アンモニウム塩、お
よび有機アンモニウム塩などが挙げられる。アニオン系単量体中の、スルホン酸（塩）系
単量体の含有割合は、好ましくは３重量％～９５重量％であり、より好ましくは５重量％
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～９０重量％であり、さらに好ましくは７重量％～８５重量％であり、特に好ましくは１
０重量％～８０重量％である。アニオン系単量体中の、スルホン酸（塩）系単量体の含有
割合が上記範囲内に収まることにより、本発明の水硬性材料用改良剤組成物のひび割れ抑
制機能および耐凍結融解性をより向上させることができる。
【００３５】
　アニオン系単量体としては、スルホン酸（塩）系単量体以外の他のアニオン系単量体を
含有していても良い。このような他のアニオン系単量体としては、例えば、カルボン酸（
塩）系単量体、リン酸（塩）系単量体、ホウ酸（塩）系単量体などが挙げられる。これら
の中でも、カルボン酸（塩）系単量体が好ましい。カルボン酸（塩）系単量体としては、
例えば、アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸等の不飽和モノカルボン酸系単量体；マ
レイン酸、イタコン酸、フマル酸等の不飽和ジカルボン酸系単量体；これらのカルボン酸
の無水物または塩（例えば、アルカリ金属塩、アルカリ土類金属塩、アンモニウム塩、ア
ルキルアンモニウム塩及び置換アルキルアンモニウム塩）；などが挙げられる。アニオン
系単量体中にカルボン酸（塩）系単量体が含有される場合、その含有割合は、好ましくは
５重量％～９７重量％であり、より好ましくは１０重量％～９５重量％であり、さらに好
ましくは１５重量％～９３重量％であり、特に好ましくは２０重量％～９０重量％である
。アニオン系単量体中の、カルボン酸（塩）系単量体の含有割合が上記範囲内に収まるこ
とにより、本発明の水硬性材料用改良剤組成物のひび割れ抑制機能および耐凍結融解性を
より一層向上させることができる。
【００３６】
（ノニオン系単量体）
　ノニオン系単量体としては、例えば、Ｎ－ビニルラクタム系単量体、ポリアルキレング
リコール系単量体、アミド系単量体などが挙げられる。
【００３７】
　ノニオン系単量体がＮ－ビニルラクタム系単量体を含有する場合は、化合物（Ｂ）を形
成する全不飽和単量体（架橋性単量体は除く）中のＮ－ビニルラクタム系単量体の含有割
合が、後述するように一定以上であることが好ましい。ノニオン系単量体がポリアルキレ
ングリコール系単量体を含有する場合は、化合物（Ｂ）を形成する全不飽和単量体（架橋
性単量体は除く）中のポリアルキレングリコール系単量体の含有割合が、後述するように
一定以上であることが好ましい。ノニオン系単量体がアミド系単量体を含有する場合は、
化合物（Ｂ）を形成する全不飽和単量体（架橋性単量体は除く）中のアミド系単量体の含
有割合が、後述するように一定以上であることが好ましい。なお、ここでいう全不飽和単
量体とは、後述する架橋性単量体を含まない概念である。
【００３８】
　Ｎ－ビニルラクタム系単量体としては、Ｎ－ビニルラクタム構造を有する単量体であれ
ば、本発明の効果を損なわない範囲で任意の適切なＮ－ビニルラクタム系単量体を採用し
得る。このようなＮ－ビニルラクタム系単量体としては、例えば、Ｎ－ビニル－２－ピロ
リドン、Ｎ－ビニルカプロラクタム、Ｎ－ビニルイミダゾリンが挙げられる。Ｎ－ビニル
ラクタム系単量体は、１種のみのＮ－ビニルラクタム系単量体を用いても良いし、２種以
上のＮ－ビニルラクタム系単量体を用いても良い。Ｎ－ビニルラクタム系単量体の中でも
、単量体自体および得られる架橋物の安全性の観点から、Ｎ－ビニル－２－ピロリドンが
特に好ましい。
【００３９】
　Ｎ－ビニルラクタム系単量体は、任意の適切な方法によって製造し得る。例えば、Ｎ－
ビニルラクタム系単量体がＮ－ビニル－２－ピロリドンである場合は、Ｎ－ヒドロキシエ
チルピロリドンを気相脱水反応させる方法が特に好ましい。Ｎ－ヒドロキシエチルピロリ
ドンを気相脱水反応させる具体的な方法については、例えば、特開平８－１４１４０２号
公報や特許第２９３９４３３号公報で報告された方法を採用すればよい。なお、上記の方
法において、Ｎ－ヒドロキシエチルピロリドンの前駆体であるγ－ブチロラクトンは、無
水マレイン酸から誘導されたものを用いることが好ましい。Ｎ－ビニル－２－ピロリドン
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は、また、２－ピロリドンをアセチレンでビニル化して得られるＮ－ビニル－２－ピロリ
ドン、ブチロラクトンにエタノールアミンを作用させ１－（β－オキシエチル）－２－ピ
ロリドンとし、水酸基を塩化チオニルで塩素に変え、脱水塩として得られるＮ－ビニル－
２－ピロリドン、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）－２－ピロリドンと無水酢酸との反応に
よって得られる酢酸エステル中間体を脱酢酸して得られるＮ－ビニル－２－ピロリドンで
あっても良い。
【００４０】
　上記のような製造方法によって製造されたＮ－ビニルラクタム系単量体は、通常、精製
工程を経て、重合に使用される。
【００４１】
　化合物（Ｂ）を形成する不飽和単量体がＮ－ビニルラクタム系単量体を含有する場合、
化合物（Ｂ）を形成する全不飽和単量体（架橋性単量体は除く）中のＮ－ビニルラクタム
系単量体の含有割合は、好ましくは３０重量％以上であり、より好ましくは４０重量％～
９０重量％であり、さらに好ましくは６０重量％～８０重量％である。なお、ここでいう
全不飽和単量体とは、後述する架橋性単量体を含まない概念である。
【００４２】
　ポリアルキレングリコール系単量体としては、ポリアルキレングリコール鎖および重合
性基を有する単量体であれば、本発明の効果を損なわない範囲で任意の適切なポリアルキ
レングリコール系単量体を採用し得る。このようなポリアルキレングリコール系単量体と
しては、例えば、メトキシポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、メトキシ
ポリエチレングリコール・ポリプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、メトキ
シポリエチレングリコール・ポリブチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、エトキ
シポリエチレングリコール・ポリプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、エト
キシポリエチレングリコール・ポリブチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、フェ
ノキシポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、ベンジルオキシポリエチレン
グリコールモノ（メタ）アクリレート等が挙げられる。ポリアルキレングリコール系単量
体は、１種のみのポリアルキレングリコール系単量体を用いても良いし、２種以上のポリ
アルキレングリコール系単量体を用いても良い。
【００４３】
　化合物（Ｂ）を形成する全不飽和単量体がポリアルキレングリコール系単量体を含有す
る場合、化合物（Ｂ）を形成する全不飽和単量体（架橋性単量体は除く）中のポリアルキ
レングリコール系単量体の含有割合は、好ましくは７０重量％以上であり、より好ましく
は８０重量％～１００重量％であり、さらに好ましくは８５重量％～１００重量％である
。なお、ここでいう全不飽和単量体とは、後述する架橋性単量体を含まない概念である。
【００４４】
　アミド系単量体としては、アミド構造を有する単量体であれば、本発明の効果を損なわ
ない範囲で任意の適切なアミド系単量体を採用し得る。このようなアミド系単量体として
は、例えば、（メタ）アクリルアミド、（メタ）アクリルアルキルアミド、Ｎ－メチロー
ル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミドなどが挙げられる
。アミド単量体は、１種のみのアミド系単量体を用いても良いし、２種以上のアミド系単
量体を用いても良い。アミド系単量体の中でも、汎用性の観点から、（メタ）アクリルア
ミドが特に好ましい。
【００４５】
　化合物（Ｂ）を形成する不飽和単量体がアミド系単量体を含有する場合、化合物（Ｂ）
を形成する全不飽和単量体（架橋性単量体は除く）中のアミド系単量体の含有割合は、好
ましくは３０重量％以上であり、より好ましくは４０重量％～９０重量％であり、さらに
好ましくは６０重量％～８０重量％である。なお、ここでいう全不飽和単量体とは、後述
する架橋性単量体を含まない概念である。
【００４６】
　化合物（Ｂ）を形成する不飽和単量体（架橋性単量体は除く）として、Ｎ－ビニルラク
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タム系単量体、ポリアルキレングリコール系単量体、アミド系単量体などのノニオン系単
量体と共重合可能な単量体（その他の単量体）を用いることができる。その他の単量体と
しては、１種のみのその他の単量体を用いても良いし、２種以上のその他の単量体を用い
ても良い。このようなその他の単量体としては、例えば、
１）アクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸、あるいはそれらの一価金属、二価金属、ア
ンモニア、有機アミンによる部分中和物や完全中和物等の、不飽和モノカルボン酸系単量
体；
２）マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、シトラコン酸、あるいはそれらの一価金属、二
価金属、アンモニア、有機アミンによる部分中和物や完全中和物等の、不飽和ジカルボン
酸系単量体；
３）ビニルスルホン酸、アリルスルホン酸、メタリルスルホン酸、スチレンスルホン酸、
２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、スルホエチル（メタ）アクリレー
ト、スルホプロピル（メタ）アクリレート、２－ヒドロキシスルホプロピル（メタ）アク
リレート、スルホエチルマレイミド、３－アリロキシ－２－ヒドロキシプロパンスルホン
酸、あるいはそれらの一価金属、二価金属、アンモニア、有機アミンによる部分中和物や
完全中和物等の、不飽和スルホン酸系単量体；
４）（メタ）アクリル酸エステル、スチレン、２-メチルスチレン、酢酸ビニル等の、疎
水性単量体；
５）２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコールモノ（メタ）
アクリレート、ポリプロピレングリコールモノ（メタ）アクリレート、アリルアルコール
、ポリエチレングリコールモノアリルエーテル、ポリプロピレングリコールモノアリルエ
ーテル、３－メチル－２－ブテン－１－オール（プレノール）、ポリエチレングリコール
モノプレノールエーテル、ポリプロピレングリコールモノプレノールエーテル、２－メチ
ル－３－ブテン－２－オール（イソプレンアルコール）、ポリエチレングリコールモノイ
ソプレンアルコールエーテル、ポリプロピレングリコールモノモノイソプレンアルコール
エーテル、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、グリセロールモノ（メタ）アクリレ
ート、グリセロールモノアリルエーテル、ビニルアルコール等の、水酸基含有不飽和単量
体；
６）ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレート、ジメチルアミノプロピル（メタ）アク
リルアミド等の、カチオン性単量体；
７）（メタ）アクリロニトリル等の、ニトリル系単量体；
８）（メタ）アクリルアミドメタンホスホン酸、（メタ）アクリルアミドメタンホスホン
酸メチルエステル、２－（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンホスホン酸等の、
含リン単量体；
などが挙げられる。
【００４７】
　上記その他の単量体の中でも、Ｎ－ビニルラクタム系単量体、ポリアルキレングリコー
ル系単量体、アミド系単量体などのノニオン系単量体との共重合性等の点からは、１）の
不飽和モノカルボン酸系単量体または３）の不飽和スルホン酸系単量体が好ましく、３）
の不飽和スルホン酸系単量体が特に好ましい。
【００４８】
　化合物（Ｂ）を形成する全不飽和単量体（架橋性単量体は除く）中のその他の単量体の
含有割合は、好ましくは０重量％～７０重量％であり、より好ましくは５重量％～４０重
量％であり、さらに好ましくは１０重量％～３０重量％である。なお、ここでいう全不飽
和単量体とは、後述する架橋性単量体を含まない概念である。
【００４９】
　その他の単量体として、不飽和モノカルボン酸系単量体、不飽和ジカルボン酸系単量体
、不飽和スルホン酸系単量体などの酸性基含有単量体を用いる場合、あるいは、塩基性基
含有単量体を用いる場合、酸性基および塩基性基が未中和のもの、部分中和されたもの、
完全中和されたものの何れでも問題なく使用することができる。
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【００５０】
　化合物（Ｂ）を形成するためには、アニオン系単量体やノニオン系単量体などの不飽和
単量体と共重合可能な架橋性単量体を用いることができる。ここにいう架橋性単量体とは
、１分子あたりに少なくとも２個の重合性二重結合基を有する架橋性単量体である。架橋
性単量体としては、１種のみの架橋性単量体を用いても良いし、２種以上の架橋性単量体
を用いても良い。適量の架橋性単量体をアニオン系単量体やノニオン系単量体などの不飽
和単量体と共重合させることによって、架橋構造を有する架橋物を得ることができる。
【００５１】
　架橋性単量体としては、例えば、Ｎ，Ｎ’－メチレンビス（メタ）アクリルアミド、（
ポリ）エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）プロピレングリコールジ（
メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、トリメチロー
ルプロパンジ（メタ）アクリレート、グリセリントリ（メタ）アクリレート、グリセリン
アクリレートメタクリレート、エチレンオキサイド変性トリメチロールプロパントリ（メ
タ）アクリレート、ペンタエリスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリス
リトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリアリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌ
レート、トリアリルホスフェート、トリアリルアミン、ポリ（メタ）アリロキシアルカン
、ジビニルベンゼン、ジビニルトルエン、ジビニルキシレン、ジビニルナフタレン、ジビ
ニルエーテル、ジビニルケトン、トリビニルベンゼン、トリレンジイソシアネート、ヘキ
サメチレンジイソシアネート等が挙げられる。
【００５２】
　架橋性単量体の使用量は、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な使用量を採
用し得る。好ましくは、全不飽和単量体（架橋性単量体は除く）に対して、架橋性単量体
を、０．０５ｍｏｌ％～１．０ｍｏｌ％の範囲内で使用する。
【００５３】
　化合物（Ｂ）は、硝酸カルシウム４水和物０．６重量％および水酸化カリウム０．０８
９重量％を含む水溶液に対する２４時間後の吸水倍率が、好ましくは８ｇ／ｇ以上である
。化合物（Ｂ）がこのような吸水倍率を有することによって、本発明の水硬性材料用改良
剤組成物は、ひび割れ抑制機能および耐凍結融解性をより効果的に発現することができる
。
【００５４】
　化合物（Ｂ）は、粒子状であることが好ましく、その平均粒子径（平均粒度）は、好ま
しくは１０μｍ～１０００μｍであり、より好ましくは５０μｍ～６００μｍである。化
合物（Ｂ）の平均粒子径がこのような小さい範囲であると、セメント組成物中で化合物（
Ｂ）が均一に分散しやすいため、本発明の効果が発揮されやすくなる。
【００５５】
　化合物（Ｂ）は、任意の適切な方法によって製造し得る。化合物（Ｂ）の製造方法は、
好ましくは重合工程を含む。このような重合工程で採用し得る重合方法としては、例えば
、バルク重合法、溶液重合法、乳化重合法、懸濁重合法、沈殿重合法などが挙げられる。
このような重合方法において溶媒を用いる場合、このような溶媒としては、水；メチルア
ルコール、エチルアルコール、イソプロピルアルコール、ｎ－ブチルアルコール、ジエチ
レングリコール等のアルコール類；などが挙げられる。溶媒は、１種のみを用いても良い
し、２種以上を用いても良い。このような溶媒としては、水を必須に用いることが好まし
い。
【００５６】
　上記重合方法において溶媒を用いる場合、重合反応溶液中の不飽和単量体（架橋性単量
体を含む）の濃度は、好ましくは２５重量％～８０重量％である。上記不飽和単量体（架
橋性単量体を含む）の濃度が２５重量％未満の場合は、乾燥に長い時間を必要とするため
、乾燥中に樹脂が劣化してしまうおそれがある。一方、上記不飽和単量体（架橋性単量体
を含む）の濃度が８０重量％を超えると、重合の制御が困難となり、残存単量体が増加し
てしまうおそれがある。
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【００５７】
　化合物（Ｂ）の製造にあたっては、架橋性単量体の存在下に不飽和単量体（架橋性単量
体は除く）を重合する方法を採用しても良いし、不飽和単量体（架橋性単量体は除く）を
重合した後に後架橋処理する方法を採用しても良い。不飽和単量体（架橋性単量体は除く
）を重合した後に後架橋処理する方法としては、例えば、（ｉ）不飽和単量体（架橋性単
量体は除く）を重合した後にＵＶを照射する方法、（ｉｉ）不飽和単量体（架橋性単量体
は除く）を重合した後に熱を加えて自己架橋させる方法、（ｉｉｉ）不飽和単量体（架橋
性単量体は除く）を重合した後にラジカル発生剤を含有させた後、熱を加えて自己架橋さ
せる方法、（ｉｖ）不飽和単量体（架橋性単量体は除く）を重合した後にラジカル重合性
架橋剤およびラジカル重合開始剤を含有させた後に加熱および／または光照射する方法、
などが挙げられる。化合物（Ｂ）の製造において重合反応を行う際には、反応温度や圧力
等の反応条件は、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な反応条件を採用し得る
。例えば、反応温度は、好ましくは２０℃～１５０℃であり、反応系内の圧力は、好まし
くは常圧下または加圧下である。また、化合物（Ｂ）の製造において重合反応を行う際の
、各仕込み成分の添加方法としては、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な添
加方法を採用し得る。このような添加方法としては、例えば、回分式や連続式などが挙げ
られる。化合物（Ｂ）の製造において重合反応を行う際には、重合を開始する手段として
、例えば、重合開始剤を添加する方法、ＵＶを照射する方法、熱を加える方法、光開始剤
存在下に光を照射する方法等を採用することができる。
【００５８】
　重合開始剤としては、加熱等によってラジカルを発生するものであれば、任意の適切な
重合開始剤を採用し得る。このような重合開始剤としては、特に、室温で５重量％以上の
濃度で水に均一に溶解する水溶性重合開始剤が好ましい。具体的には、例えば、過酸化水
素、ｔ－ブチルヒドロパーオキシド等の過酸化物；２－（カルバモイルアゾ）イソブチロ
ニトリル、２，２’－アゾビス（２－アミジノプロパン）２塩酸塩、２，２’－アゾビス
（２－メチル－Ｎ－フェニルプロリオンアミジン）２塩酸塩、２，２’－アゾビス〔２－
（Ｎ－アリルアミジノ）プロパン〕２塩酸塩、２，２’－アゾビス〔２－（５－ヒドロキ
シ－３，４，５，６－テトラヒドロピリミジン－２－イル）プロパン〕２塩酸塩、２，２
’－アゾビス〔２－（２－イミダゾリン－２－イル）プロパン〕２塩酸塩、２，２’－ア
ゾビス〔２－メチル－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）プロピオンアミド〕等のアゾ化合物
；過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム、過硫酸ナトリウム等の過硫酸塩類；アスコルビ
ン酸と過酸化水素、スルホキシル酸ナトリウムとｔ－ブチルヒドロパーオキシド、過硫酸
塩と金属塩等の酸化剤と還元剤とを組み合わせてラジカルを発生させる酸化還元型開始剤
；等が挙げられる。重合開始剤は、１種のみを用いても良いし、２種以上を併用しても良
い。
【００５９】
　重合開始剤の使用量としては、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な使用量
を採用し得る。このような使用量としては、全不飽和単量体（架橋性単量体も含む）に対
して、好ましくは０．００２重量％～１５重量％であり、より好ましくは０．０１重量％
～５重量％である。上記使用量を上記範囲内に収めることにより、本発明の水硬性材料用
改良剤組成物は、ひび割れ抑制機能および耐凍結融解性をより効果的に発現することがで
きる。
【００６０】
　化合物（Ｂ）の製造において重合反応を行う際には、重合反応の促進あるいは不飽和単
量体の加水分解を防止する等の目的のため、塩基性ｐＨ調節剤を使用しても良い。塩基性
ｐＨ調節剤の添加は、任意の適切な添加方法で行うことができる。このような添加方法と
しては、例えば、重合初期より系内に仕込んでおく方法でも良いし、重合中に逐次添加す
る方法でも良い。塩基性ｐＨ調節剤としては、具体的には、例えば、アンモニア、脂肪族
アミン、芳香族アミン、水酸化ナトリウム、水酸化カリウムなどが挙げられ、これらの中
でも、アンモニアが特に好ましい。塩基性ｐＨ調節剤は、１種のみを用いても良いし、２
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種以上を併用しても良い。塩基性ｐＨ調節剤を用いる場合、その使用量としては、本発明
の効果を損なわない範囲で、任意の適切な使用量を採用し得る。このような使用量として
は、重合時の溶液が、好ましくは５～１０のｐＨ領域となるような使用量であり、より好
ましくは７～９のｐＨ領域となるような使用量である。
【００６１】
　化合物（Ｂ）の製造において重合反応を行う際には、重合反応の促進等の目的のため、
本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な遷移金属塩を使用しても良い。このよう
な遷移金属塩としては、具体的には、例えば、銅、鉄、コバルト、ニッケル等のカルボン
酸塩や塩化物等が挙げられる。このような遷移金属塩は、１種のみを用いても良いし、２
種以上を併用しても良い。このような遷移金属塩を用いる場合、その使用量としては、本
発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な使用量を採用し得る。このような使用量と
しては、全不飽和単量体（架橋性単量体も含む）に対して、好ましくは０．１ｐｐｂ～２
００００ｐｐｂであり、より好ましくは１ｐｐｂ～５０００ｐｐｂである。上記使用量を
上記範囲内に収めることにより、本発明の水硬性材料用改良剤組成物は、ひび割れ抑制機
能および耐凍結融解性をより効果的に発現することができる。
【００６２】
　化合物（Ｂ）の製造において重合反応を行う際には、本発明の効果を損なわない範囲で
、連鎖移動剤、緩衝剤など、任意の適切な他の添加剤を使用しても良い。
【００６３】
　本発明の水硬性材料用改良剤組成物は、任意の適切な減水剤を含んでいても良い。この
ような減水剤としては、例えば、リグニンスルホン酸塩、ナフタレンスルホン酸ホルマリ
ン縮合物、メラミンスルホン酸ホルマリン縮合物、ポリスチレンスルホン酸塩、アミノア
リールスルホン酸－フェノール－ホルムアルデヒド縮合物等のアミノスルホン酸系等のス
ルホン酸系減水剤；ポリオール誘導体；ポリオキシアルキレン基とアニオン性基とを有す
る重合体（好ましくは、ポリオキシアルキレン基とカルボキシル基とを有する重合体（ポ
リカルボン酸系減水剤）、ポリオキシアルキレン基とリン酸基とを有する重合体）；など
が挙げられる。
【００６４】
　ポリオキシアルキレン基とカルボキシル基とを有する重合体（ポリカルボン酸系減水剤
）としては、例えば、（メタ）アリルアルコール、３－メチル３－ブテン－１－オール等
の特定の不飽和アルコールにアルキレンオキシドを付加したアルケニルエーテル系単量体
および（メタ）アクリル酸やマレイン酸等の不飽和カルボン酸系単量体を含む単量体組成
物から得られる共重合体またはその塩（特開平１０－２３６８５８号公報、特開２００１
－２２０４１７号公報参照）；（アルコキシ）ポリアルキレングリコールモノ（メタ）ア
クリル酸エステル系単量体および（メタ）アクリル酸系単量体を含む単量体組成物から得
られる共重合体（特公昭５９－１８３３８号公報、特開平７－２２３８５２号公報参照）
；などが挙げられる。
【００６５】
　ポリオキシアルキレン基とリン酸基とを有する重合体としては、例えば、ポリオキシア
ルキレン基を有する特定の単量体とリン酸モノエステル系単量体とリン酸ジエステル系単
量体とを含む単量体組成物から得られる共重合体（特開２００６－０５２３８１号公報参
照）などが挙げられる。
【００６６】
　上記のような減水剤の中でも、好ましくは、リグニンスルホン酸塩、ナフタレンスルホ
ン酸ホルマリン縮合物、ポリカルボン酸系減水剤である。
【００６７】
　本発明の水硬性材料用改良剤組成物は、以下の（１）～（２０）に例示するような、他
の任意の適切な水硬性材料用成分を含有することができる。
【００６８】
　（１）水溶性高分子物質：ポリアクリル酸（ナトリウム）、ポリメタクリル酸（ナトリ
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ウム）、ポリマレイン酸（ナトリウム）、アクリル酸・マレイン酸共重合物のナトリウム
塩等の不飽和カルボン酸重合物；メチルセルロース、エチルセルロース、ヒドロキシメチ
ルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース、カルボキシメチルセルロース、カルボキシ
エチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロース等の非イオン性セルロースエーテル類
；メチルセルロース、エチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロ
ピルセルロース等の多糖類のアルキル化もしくはヒドロキシアルキル化誘導体の一部また
は全部の水酸基の水素原子が、炭素数８～４０の炭化水素鎖を部分構造として有する疎水
性置換基と、スルホン酸基又はそれらの塩を部分構造として含有するイオン性親水性置換
基で置換されてなる多糖誘導体；酵母グルカンやキサンタンガム、β－１，３グルカン類
（直鎖状、分岐鎖状のいずれでもよく、一例を挙げれば、カードラン、パラミロン、パキ
マン、スクレログルカン、ラミナラン等）等の微生物醗酵によって製造される多糖類；ポ
リアクリルアミド；ポリビニルアルコール；デンプン；デンプンリン酸エステル；アルギ
ン酸ナトリウム；ゼラチン；分子内にアミノ基を有するアクリル酸のコポリマーおよびそ
の四級化合物；等。
【００６９】
　（２）高分子エマルジョン：（メタ）アクリル酸アルキル等の各種ビニル単量体の共重
合物等。
【００７０】
　（３）遅延剤：グルコン酸、グルコヘプトン酸、アラボン酸、リンゴ酸またはクエン酸
、および、これらのナトリウム、カリウム、カルシウム、マグネシウム、アンモニウム、
トリエタノールアミン等の無機塩または有機塩等のオキシカルボン酸；グルコース、フラ
クトース、ガラクトース、サッカロース、キシロース、アピオース、リボース、異性化糖
等の単糖類や、二糖、三糖等のオリゴ糖、またはデキストリン等のオリゴ糖、またはデキ
ストラン等の多糖類、およびこれらを含む糖蜜類等の糖類；ソルビトール等の糖アルコー
ル；珪弗化マグネシウム；リン酸ならびにその塩またはホウ酸エステル類；アミノカルボ
ン酸とその塩；アルカリ可溶タンパク質；フミン酸；タンニン酸；フェノール；グリセリ
ン等の多価アルコール；アミノトリ（メチレンホスホン酸）、１－ヒドロキシエチリデン
－１，１－ジホスホン酸、エチレンジアミンテトラ（メチレンホスホン酸）、ジエチレン
トリアミンペンタ（メチレンホスホン酸）、および、これらのアルカリ金属塩、アルカリ
土類金属塩等のホスホン酸およびその誘導体；等。
【００７１】
　（４）早強剤・促進剤：塩化カルシウム、亜硝酸カルシウム、硝酸カルシウム、臭化カ
ルシウム、ヨウ化カルシウム等の可溶性カルシウム塩；塩化鉄、塩化マグネシウム等の塩
化物；硫酸塩；水酸化カリウム；水酸化ナトリウム；炭酸塩；チオ硫酸塩；ギ酸及びギ酸
カルシウム等のギ酸塩；アルカノールアミン；アルミナセメント；カルシウムアルミネー
トシリケート；等。
【００７２】
　（５）鉱油系消泡剤：燈油、流動パラフィン等。
【００７３】
　（６）油脂系消泡剤：動植物油、ごま油、ひまし油、これらのアルキレンオキシド付加
物等。
【００７４】
　（７）脂肪酸系消泡剤：オレイン酸、ステアリン酸、これらのアルキレンオキシド付加
物等。
【００７５】
　（８）脂肪酸エステル系消泡剤：グリセリンモノリシノレート、アルケニルコハク酸誘
導体、ソルビトールモノラウレート、ソルビトールトリオレエート、天然ワックス等。
【００７６】
　（９）オキシアルキレン系消泡剤：（ポリ）オキシエチレン（ポリ）オキシプロピレン
付加物等のポリオキシアルキレン類；ジエチレングリコールヘプチルエーテル、ポリオキ
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シエチレンオレイルエーテル、ポリオキシプロピレンブチルエーテル、ポリオキシエチレ
ンポリオキシプロピレン－２－エチルヘキシルエーテル、炭素原子数１２～１４の高級ア
ルコールへのオキシエチレンオキシプロピレン付加物等の（ポリ）オキシアルキルエーテ
ル類；ポリオキシプロピレンフェニルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエー
テル等の（ポリ）オキシアルキレン（アルキル）アリールエーテル類；２，４，７，９－
テトラメチル－５－デシン－４，７－ジオール、２，５－ジメチル－３－ヘキシン－２，
５－ジオール，３－メチル－１－ブチン－３－オール等のアセチレンアルコールにアルキ
レンオキシドを付加重合させたアセチレンエーテル類；ジエチレングリコールオレイン酸
エステル、ジエチレングリコールラウリル酸エステル、エチレングリコールジステアリン
酸エステル等の（ポリ）オキシアルキレン脂肪酸エステル類；ポリオキシエチレンソルビ
タンモノラウリン酸エステル、ポリオキシエチレンソルビタントリオレイン酸エステル等
の（ポリ）オキシアルキレンソルビタン脂肪酸エステル類；ポリオキシプロピレンメチル
エーテル硫酸ナトリウム、ポリオキシエチレンドデシルフェノールエーテル硫酸ナトリウ
ム等の（ポリ）オキシアルキレンアルキル（アリール）エーテル硫酸エステル塩類；（ポ
リ）オキシエチレンステアリルリン酸エステル等の（ポリ）オキシアルキレンアルキルリ
ン酸エステル類；ポリオキシエチレンラウリルアミン等の（ポリ）オキシアルキレンアル
キルアミン類；ポリオキシアルキレンアミド；等。
【００７７】
　（１０）アルコール系消泡剤：オクチルアルコール、ヘキサデシルアルコール、２－エ
チルヘキシルアルコール、アセチレンアルコール、グリコール類等。
【００７８】
　（１１）アミド系消泡剤：アクリレートポリアミン等。
【００７９】
　（１２）リン酸エステル系消泡剤：リン酸トリブチル、ナトリウムオクチルホスフェー
ト等。
【００８０】
　（１３）金属石鹸系消泡剤：アルミニウムステアレート、カルシウムオレエート等。
【００８１】
　（１４）シリコーン系消泡剤：ジメチルシリコーン油、シリコーンペースト、シリコー
ンエマルジョン、有機変性ポリシロキサン（ジメチルポリシロキサン等のポリオルガノシ
ロキサン）、フルオロシリコーン油等。
【００８２】
　（１５）ＡＥ剤：樹脂石鹸、飽和又は不飽和脂肪酸、ヒドロキシステアリン酸ナトリウ
ム、ラウリルサルフェート、ＡＢＳ（アルキルベンゼンスルホン酸）、ＬＡＳ（直鎖アル
キルベンゼンスルホン酸）、アルカンスルホネート、ポリオキシエチレンアルキル（フェ
ニル）エーテル、ポリオキシエチレンアルキル（フェニル）エーテル硫酸エステルまたは
その塩、ポリオキシエチレンアルキル（フェニル）エーテルリン酸エステルまたはその塩
、蛋白質材料、アルケニルスルホコハク酸、α－オレフィンスルホネート等。
【００８３】
　（１６）その他の界面活性剤：オクタデシルアルコールやステアリルアルコール等の分
子内に６～３０個の炭素原子を有する脂肪族１価アルコール；アビエチルアルコール等の
分子内に６～３０個の炭素原子を有する脂環式１価アルコール；ドデシルメルカプタン等
の分子内に６～３０個の炭素原子を有する１価メルカプタン；ノニルフェノール等の分子
内に６～３０個の炭素原子を有するアルキルフェノール；ドデシルアミン等の分子内に６
～３０個の炭素原子を有するアミン；ポリアルキレンオキシド誘導体類（例えば、ラウリ
ン酸やステアリン酸等の分子内に６～３０個の炭素原子を有するカルボン酸に、エチレン
オキシド、プロピレンオキシド等のアルキレンオキシドを１０モル以上付加させたもの）
；アルキル基またはアルコキシ基を置換基として有してもよい、スルホン酸基を有する２
個のフェニル基がエーテル結合した、アルキルジフェニルエーテルスルホン酸塩類；各種
アニオン性界面活性剤；アルキルアミンアセテート、アルキルトリメチルアンモニウムク
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ロライド等の各種カチオン性界面活性剤；各種ノニオン性界面活性剤；各種両性界面活性
剤；等。
【００８４】
　（１７）防水剤：脂肪酸（塩）、脂肪酸エステル、油脂、シリコーン、パラフィン、ア
スファルト、ワックス等。
【００８５】
　（１８）防錆剤：亜硝酸塩、リン酸塩、酸化亜鉛等。
【００８６】
　（１９）収縮低減剤：ポリオキシアルキルエーテル等。
【００８７】
　（２０）膨張材：エトリンガイト系、石灰系等。
【００８８】
　その他の水硬性材料用成分としては、コンクリート混和剤、セメント湿潤剤、増粘剤、
分離低減剤、凝集剤、強度増進剤、セルフレベリング剤、着色剤、防カビ剤などを挙げる
ことができる。なお、その他の水硬性材料用成分は、１種のみを用いても良いし、２種以
上を併用しても良い。
【００８９】
　本発明の水硬性材料用改良剤組成物は、本発明の作用効果を奏する範囲内で、必要に応
じて、他の混和材料を併用してもよい。しかしながら、本発明の水硬性材料用改良剤組成
物は、他の混和材料と組み合わせなくても、硬化物の強度低下を抑制でき、優れたひび割
れ抑制機能を発現でき、優れた耐凍結融解性を発現できる。したがって、低コストで本発
明の水硬性材料用改良剤組成物を提供することを考えた場合には、他の混和材料は必ずし
も併用する必要はない。
【００９０】
　本発明の水硬性材料用改良剤組成物の製造方法については、任意の適切な方法を採用し
得る。例えば、本発明の水硬性材料用改良剤組成物が化合物（Ａ）と化合物（Ｂ）とを含
む場合には、任意の適切な混合方法によって混合することが挙げられる。
【００９１】
　本発明の水硬性材料用改良剤組成物の使用形態としては、水硬性材料組成物に添加する
方法が一般的であるが、硬化後の水硬性材料組成物の表面に本発明の水硬性材料用改良剤
組成物を塗布、もしくは散布しても良い。
【００９２】
　本発明の水硬性材料用改良剤組成物は、水／セメント比の適用範囲が広く、水／セメン
ト比（重量比）で、好ましくは６０％～１５％のコンクリートまで製造が可能である。
【００９３】
≪≪セメント組成物≫≫
　本発明のセメント組成物は、本発明の水硬性材料用改良剤組成物とセメントを含む。本
発明のセメント組成物は、好ましくは、本発明の水硬性材料用改良剤組成物とセメントに
加えて、さらに、細骨材、水を含み、このようなセメント組成物をモルタルと称すること
がある。また、本発明のセメント組成物は、好ましくは、本発明の水硬性材料用改良剤組
成物とセメントに加えて、さらに、細骨材、粗骨材、水を含み、このようなセメント組成
物をコンクリートと称することがある。
【００９４】
　セメント組成物の製造に用いるセメントとしては、例えば、普通、低熱、中庸熱、早強
、超早強、耐硫酸塩、これらの低アルカリ形等のポルトランドセメント；高炉セメント；
シリカセメント；フライアッシュセメント；エコセメント（都市ごみ焼却灰、下水汚泥焼
却灰の一種以上を原料として製造されたセメント）；シリカヒュームセメント；白色ポル
トランドセメント；アルミナセメント；超速硬セメント（１クリンカー速硬性セメント、
２クリンカー速硬性セメント、リン酸マグネシウムセメント）；グラウト用セメント；油
井セメント；低発熱セメント（低発熱型高炉セメント、フライアッシュ混合低発熱型高炉
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セメント、ビーライト高含有セメント）；超高強度セメント；セメント系固化材；などが
挙げられる。また、セメント組成物中に含まれ得る粉体として、例えば、シリカヒューム
、フライアッシュ、シンダーアッシュ、クリンカーアッシュ、ハスクアッシュ、シリカ粉
末、石灰石微粉末、高炉スラグ微粉末、膨張材、その他の鉱物質微粉末などが挙げられる
。細骨材としては、例えば、川砂、山砂、海砂、砕砂、重量骨材、軽量骨材、スラグ骨材
、再生骨材などが挙げられる。粗骨材としては、例えば、川砂利、砕石、重量骨材、軽量
骨材、スラグ骨材、再生骨材などが挙げられる。水としては、例えば、ＪＩＳ　Ａ　５３
０８付属書９に示される上水道水、上水道水以外の水（河川水、湖沼水、井戸水など）、
回収水などが挙げられる。
【００９５】
　セメント組成物中には、任意の適切な添加剤を含んでいても良い。このような添加剤と
しては、例えば、硬化促進剤、凝結遅延剤、防錆剤、防水剤、防腐剤などが挙げられる。
【００９６】
　セメント組成物の製造方法、運搬方法、打設方法、養生方法、管理方法などについては
、任意の適切な方法を採用し得る。
【実施例】
【００９７】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例になんら限定
されるものではない。なお、特に明記しない限り、実施例における部及び％は重量基準で
ある。
【００９８】
＜ひび割れ抵抗性評価＞
　水硬性材料用改良剤組成物の所定量を秤量して水と混合したもの３００ｇと、普通ポル
トランドセメント（太平洋セメント社製）６００ｇをホバート型モルタルミキサー（ホバ
ート社製、型番：Ｎ－５０）を用いて低速で３分間混練して、評価用供試体を調製するた
めのセメントペーストを得た。
　得られたセメントペースト２５０ｇを、図１に示した形状のリング拘束供試体を調製す
るために、リング拘束試験型枠（外枠：ＰＥ蓋付きポリスチレン、金属製リング：ＳＵＳ
３０４）に流し込んで、３日間密封養生を行なった。
　３日間密封養生後、ペースト硬化体をリング拘束試験型枠から取り出し、リング拘束供
試体とした。リング拘束供試体の形態は図１に示した通りである。
　この供試体を、室温２０℃、湿度６０％の恒温恒湿室内に保管し、ひび割れ抵抗性の評
価を行なった。保管開始から供試体にひび割れが生じるまでの時間をひび割れ発生時間と
した。ひび割れ発生時間が長いほど、ひび割れ抵抗性に優れていることを示す。
＜重量平均粒子径測定条件＞
　架橋物の重量平均粒子径（Ｄ５０）は、欧州特許第０３４９２４０号に開示された測定
方法に準じて測定した。すなわち、目開き３００μｍ、２１２μｍ、１５０μｍ、１０６
μｍ、７５μｍ、４５μｍを有するＪＩＳ標準篩（Ｔｈｅ　ＩＩＤＡ　ＴＥＳＴＩＮＧ　
ＳＩＥＶＥ、内径８０ｍｍ、ＪＩＳ　Ｚ８８０１－１（２０００））、または、ＪＩＳ標
準篩に相当する篩を用いて、架橋物１０ｇを分級した。分級後、各篩の重量を測定し、粒
子径１５０μｍ未満の重量百分率（重量％）を算出した。また、重量平均粒子径（Ｄ５０
）は、上記各粒度の残留百分率Ｒを対数確率紙にプロットし、このグラフからＲ＝５０重
量％に相当する粒子径を重量平均粒子径（Ｄ５０）として読み取った。
　なお、重量平均粒子径（Ｄ５０）は、架橋物全体の５０重量％に対応する標準篩の粒子
径のことをいう。
＜吸水倍率（ＦＳＣ）測定条件＞
　ＦＳＣ（無加圧下吊り下げ吸水倍率）の測定はＥＲＴ４４０．２－０２に準じて行った
。
　架橋物０．２ｇを秤量し、不織布製の袋（６０×８５ｍｍ）に均一に入れヒートシール
した後、２５±３℃に調温した硝酸カルシウム４水和物（０．６ｗｔ％)＋水酸化カリウ
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ム(０．０８９ｗｔ％)水溶液５００ｍＬ中に浸漬した。２４時間経過後、袋を引き上げ、
１０分間吊り下げて水切りを行った。その後、袋の質量Ｗ３［ｇ］を測定した。
　同様の操作を、架橋物を入れずに行い、そのときの袋の質量Ｗ４［ｇ］を測定した。次
式にしたがってＦＳＣ（無加圧下吸水倍率）を算出した。
　ＦＳＣ（ｇ／ｇ）＝（Ｗ３－Ｗ４）／（架橋物の質量（０．２ｇ））－１
【００９９】
〔製造例１〕：（Ｍ－１０）の合成
　温度計、撹拌機、窒素、およびエチレンオキシド導入管を備えたステンレス製高圧反応
容器に、フレーク状水酸化ナトリウムを０．４ｇ仕込み、反応容器内を窒素加圧と排気を
繰り返すことによって充分に窒素置換を行った。次に、メタノールを５７．５ｇ仕込み、
この混合液の温度を９０℃まで昇温した。初期圧力を０．１５ＭＰａに設定し、エチレン
オキシド７９０ｇを８時間かけて添加した。この間の反応温度は１２５±５℃、反応圧力
は０．７８ＭＰａ以下に維持した。さらに２時間、反応温度を維持して、エチレンオキシ
ドのメタノールへの付加反応を完結させ、メタノール１モルに対してエチレンオキシド１
０モルが付加したＭ－１０を得た。
【０１００】
〔製造例２〕：（Ｍ－２５）の合成
　温度計、撹拌機、窒素、およびエチレンオキシド導入管を備えたステンレス製高圧反応
容器に、製造例１で得られたＭ－１０を７５．１ｇ仕込み、反応容器内を窒素加圧と排気
を繰り返すことによって充分に窒素置換を行った。次に、内温を１５０℃、初期圧力を０
．１５ＭＰａに設定し、エチレンオキシド１０５ｇを６時間かけて添加した。この間の反
応温度は１５０±５℃、反応圧力は０．７８ＭＰａ以下に維持した。さらに１時間、反応
温度を維持して、エチレンオキシドの付加反応を完結させ、メタノール１モルに対してエ
チレンオキシド２５モルが付加したＭ－２５を得た。
【０１０１】
〔製造例３〕：（Ｍ－５０）の合成
　温度計、撹拌機、窒素、およびエチレンオキシド導入管を備えたステンレス製高圧反応
容器に、製造例２で得られたＭ－２５を８２．３ｇ仕込み、反応容器内を窒素加圧と排気
を繰り返すことによって充分に窒素置換を行った。次に、内温を１５０℃、初期圧力を０
．１５ＭＰａに設定し、エチレンオキシド８０ｇを５時間かけて添加した。この間の反応
温度は１５０±５℃、反応圧力は０．７８ＭＰａ以下に維持した。さらに１時間、反応温
度を維持して、エチレンオキシドの付加反応を完結させ、メタノール１モルに対してエチ
レンオキシド５０モルが付加したＭ－５０を得た。
【０１０２】
〔製造例４〕：（架橋物１）の合成
　内径８５ｍｍ、円筒状のプラスチック容器（容量１０００ｍＬ）に、Ｎ－ビニル－２－
ピロリドン９４．２ｇ、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸ナトリウム
（５０％水溶液）１３０．３ｇ、メチレンビスアクリルアミド０．９６５ｇ、水１７４．
９ｇを加えて充分混合した後、６０℃の温水バスに浸漬し、窒素ガスを２Ｌ／ｍｉｎで２
０分間吹き込み、水溶液中の溶存酸素を除去した。その後、全単量体１００重量％に対し
て３質量％の２，２’－アゾビス〔２－（２－イミダゾリン－２－イル）プロパン〕２塩
酸塩水溶液２．３７２ｇを加えて混合した後、静置重合した。重合発熱がピークを過ぎて
から、温水バスを８０℃に昇温して３０分静置した。静置後、得られたゲル状物を、ハサ
ミで５ｍｍ程度の大きさにカットした後、１１５℃で２時間乾燥させた。得られた乾燥物
を、ロールミルで粉砕し、目開きが２５０μｍおよび４５μｍのＪＩＳ標準篩を用いて分
級を行い、重量平均粒子径が１８０μｍ、硝酸カルシウム／水酸化カリウム水溶液中の２
４時間吸水倍率が１８ｇ／ｇである架橋物１を得た。
【０１０３】
〔製造例５〕：（架橋物２）の合成
　容量２０００ｍＬの四つ口セパラブルフラスコに、攪拌羽根、還流冷却器、温度計、窒
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素ガス導入管および滴下漏斗を備えた反応装置を準備した。このセパラブルフラスコにシ
クロヘキサン８００ｇと分散剤としてショ糖脂肪酸エステル（第一工業製薬株式会社製、
ＤＫエステル（登録商標）Ｆ－５０）４．５ｇを加えた後、温水バスに入れて７５℃まで
昇温しながら混合し、ショ糖脂肪酸エステルを溶解させた。その後、窒素ガスを２Ｌ／ｍ
ｉｎで２０分間吹き込み、溶液中の溶存酸素を除去した。別途、充分に混合が終了した単
量体水溶液（Ｎ－ビニル－２－ピロリドン９４．９ｇ、２－アクリルアミド－２－メチル
プロパンスルホン酸ナトリウム（５０％水溶液）１３０．３ｇ、メチレンビスアクリルア
ミド０．２２８ｇ、水１７４．９ｇ）を５００ｍｌの滴下漏斗に入れ、窒素ガスを２Ｌ／
ｍｉｎで２０分間吹き込み、水溶液中の溶存酸素を除去した後、この水溶液に３％２，２
’－アゾビス〔２－（２－イミダゾリン－２－イル）プロパン〕２塩酸塩水溶液２．３７
２ｇを加えて均一に混合した。これを、上記の７５℃に昇温させたシクロヘキサンへ滴下
して分散させた。滴下終了後、セパラブルフラスコ内の液温を７５℃に維持しながら６０
分間保持することで、重合反応を完了させた。次いで、温水バスを９０℃以上にして固形
分８５％まで共沸脱水を行った後、ろ過を実施した。ろ過終了後、８０℃の乾燥器中で１
６時間静置乾燥した。その後、目開きが２５０μｍおよび４５μｍのＪＩＳ標準篩を用い
て分級を行い、重量平均粒子径が１４９μｍ、硝酸カルシウム／水酸化カリウム水溶液中
の２４時間吸水倍率が２６ｇ／ｇである架橋物２を得た。
【０１０４】
〔製造例６〕：（架橋物３）の合成
　内径８５ｍｍ、円筒状のプラスチック容器（容量１０００ｍＬ）に、アクリル酸ナトリ
ウム６２．６ｇ、アクリルアミド１１０．４ｇ、メチレンビスアクリルアミド０．２４ｇ
、水３２９．８ｇを加えて充分混合した後、２５℃の温水バスに浸漬し、窒素ガスを２Ｌ
／ｍｉｎで２０分間吹き込み、水溶液中の溶存酸素を除去した。その後、２０％過硫酸ナ
トリウム水溶液３．８８ｇ、および、２％Ｌ－アスコルビン酸水溶液３．８８ｇを加えて
混合した後、静置重合した。重合発熱がピークを過ぎてから、温水バスを９０℃に昇温し
て４０分静置した。静置後、得られたゲル状物を、ハサミで５ｍｍ程度の大きさにカット
した後、１１５℃で２時間乾燥させた。得られた乾燥物を、ロールミルで粉砕し、目開き
が２５０μｍおよび４５μｍのＪＩＳ標準篩を用いて分級を行い、重量平均粒子径が１５
０μｍ、硝酸カルシウム／水酸化カリウム水溶液中の２４時間吸水倍率が１８ｇ／ｇであ
る架橋物３を得た。
【０１０５】
〔製造例７〕：（架橋物４）の合成
　内径８５ｍｍ、円筒状のプラスチック容器（容量１０００ｍＬ）に、２－スルホエチル
メタクリレートのナトリウム塩４３．２ｇ、メタクリル酸４３ｇ、メタクリル酸ナトリウ
ム１４０．４ｇ、メチレンビスアクリルアミド１．８４ｇ、水３４０ｇを加えて充分混合
した後、４０℃の温水バスに浸漬し、窒素ガスを２Ｌ／ｍｉｎで２０分間吹き込み、水溶
液中の溶存酸素を除去した。その後、１０％過硫酸アンモニウム水溶液２ｇ、および、１
％Ｌ－アスコルビン酸水溶液１ｇを加えて混合した後、静置重合した。重合発熱がピーク
を過ぎてから、温水バスを９０℃に昇温して６０分静置した。静置後、得られたゲル状物
を、ハサミで５ｍｍ程度の大きさにカットした後、１５０℃で３時間乾燥させた。得られ
た乾燥物を、ロールミルで粉砕し、目開きが２５０μｍおよび４５μｍのＪＩＳ標準篩を
用いて分級を行い、重量平均粒子径が１５９μｍ、硝酸カルシウム／水酸化カリウム水溶
液中の２４時間吸水倍率が１７ｇ／ｇである架橋物４を得た。
【０１０６】
〔比較製造例１〕：（比較架橋物１）の合成
　内径８５ｍｍ、円筒状のプラスチック容器（容量１０００ｍＬ）に、アクリル酸３９．
８ｇ、３７％アクリル酸ナトリウム水溶液３７９．１ｇ、ポリエチレングリコールジアク
リレート（分子量５２２）０．５５ｇ、水６９．４ｇを加えて充分混合した後、６０℃の
温水バスに浸漬、窒素ガスを２Ｌ／ｍｉｎで２０分間吹き込み、水溶液中の溶存酸素を除
去した。その後、３重量％の過硫酸ナトリウム水溶液２．３７ｇを加えて混合した後、静
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置重合した。重合発熱がピークを過ぎてから、温水バスを８０℃に昇温して３０分静置し
た。得られたゲルを、ハサミで５ｍｍ程度の大きさにカットした後、１８０℃で３０分間
乾燥させた。得られた乾燥物を、ロールミルで粉砕し、目開きが８５０μｍおよび４５μ
ｍのＪＩＳ標準篩を用いて分級を行い、重量平均粒子径が４２９μｍ、硝酸カルシウム／
水酸化カリウム水溶液中の２４時間吸水倍率が５ｇ／ｇである比較架橋物１を得た。
【０１０７】
〔実施例１〕
　表１に示すように、化合物（Ａ）としてＰＥＧ６０００（第一工業製薬株式会社製）、
化合物（Ｂ）として製造例４で得られた架橋物１を用い、表１に示す重量比で配合して、
改良剤組成物（１）を製造した。
　評価結果を表１に示した。
【０１０８】
〔実施例２〕
　表１に示すように、化合物（Ａ）としてＰＥＧ１０００（第一工業製薬株式会社製）、
化合物（Ｂ）として製造例４で得られた架橋物１を用い、表１に示す重量比で配合して、
改良剤組成物（２）を製造した。
　評価結果を表１に示した。
【０１０９】
〔実施例３〕
　表１に示すように、化合物（Ａ）としてＰＥＧ１０００（第一工業製薬株式会社製）、
化合物（Ｂ）として製造例４で得られた架橋物１を用い、表１に示す重量比で配合して、
改良剤組成物（３）を製造した。
　評価結果を表１に示した。
【０１１０】
〔実施例４〕
　表１に示すように、化合物（Ａ）としてＰＥＧ１０００（第一工業製薬株式会社製）、
化合物（Ｂ）として製造例５で得られた架橋物２を用い、表１に示す重量比で配合して、
改良剤組成物（４）を製造した。
　評価結果を表１に示した。
【０１１１】
〔実施例５〕
　表１に示すように、化合物（Ａ）としてＰＥＧ４００（第一工業製薬株式会社製）、化
合物（Ｂ）として製造例６で得られた架橋物３を用い、表１に示す重量比で配合して、改
良剤組成物（５）を製造した。
　評価結果を表１に示した。
【０１１２】
〔実施例６〕
　表１に示すように、化合物（Ａ）として製造例３で得られたＭ－５０、化合物（Ｂ）と
して製造例４で得られた架橋物１を用い、表１に示す重量比で配合して、改良剤組成物（
６）を製造した。
　評価結果を表１に示した。
【０１１３】
〔実施例７〕
　表１に示すように、化合物（Ａ）として製造例２で得られたＭ－２５、化合物（Ｂ）と
して製造例５で得られた架橋物２を用い、表１に示す重量比で配合して、改良剤組成物（
７）を製造した。
　評価結果を表１に示した。
【０１１４】
〔実施例８〕
　表１に示すように、化合物（Ａ）として製造例１で得られたＭ－１０、化合物（Ｂ）と
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して製造例６で得られた架橋物３を用い、表１に示す重量比で配合して、改良剤組成物（
８）を製造した。
　評価結果を表１に示した。
【０１１５】
〔実施例９〕
　表１に示すように、化合物（Ａ）として製造例１で得られたＭ－１０、化合物（Ｂ）と
して製造例７で得られた架橋物４を用い、表１に示す重量比で配合して、改良剤組成物（
９）を製造した。
　評価結果を表１に示した。
【０１１６】
〔比較例１〕
　表１に示すように、本発明の改良剤組成物を用いずに、ひび割れ抵抗性評価を行った。
　評価結果を表１に示した。
【０１１７】
〔比較例２〕
　表１に示すように、化合物（Ａ）を用いず、化合物（Ｂ）として製造例４で得られた架
橋物１を用い、表１に示す重量比で配合して、改良剤組成物（Ｃ２）を製造した。
　評価結果を表１に示した。
【０１１８】
〔比較例３〕
　表１に示すように、化合物（Ｂ）を用いず、化合物（Ａ）としてＰＥＧ１０００（第一
工業製薬株式会社製）を用い、表１に示す重量比で配合して、改良剤組成物（Ｃ３）を製
造した。
　評価結果を表１に示した。
【０１１９】
〔比較例４〕
【０１２０】
〔実施例４〕
　表１に示すように、化合物（Ａ）としてＰＥＧ１０００（第一工業製薬株式会社製）、
化合物（Ｂ）として比較製造例１で得られた比較架橋物１を用い、表１に示す重量比で配
合して、改良剤組成物（Ｃ４）を製造した。
　評価結果を表１に示した。
【０１２１】
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【表１】

【０１２２】
　表１において、本発明の改良剤組成物を用いた実施例１～９では、いずれもひび割れ発
生時間が６０時間を越えており、優れたひび割れ抵抗性を発現できることが判る。一方、
比較例１～４では、実施例よりひび割れ発生時間が短くなっており、本発明の改良剤組成
物には及ばないことが判る。
【産業上の利用可能性】
【０１２３】
　本発明の水硬性材料用改良剤組成物は、汎用性の高い水硬性材料用改良剤組成物として
、モルタルやコンクリートなどのセメント組成物に好適に利用できる。
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